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年金制度の基礎知識―①

税理士法人よしとみパートナーズ会計事務所・東京グラフィックス顧問税理士　荒 牧　瑞 枝

年金の仕組みを知って
激動の時代を乗り切ろう

はじめに
　老後の生活を支える生命線である年金にまつわる深刻な

問題が多発しています。

　直近ではAIJ投資顧問の年金資産消失事件。運

送会社や建設会社、電気工事会社など、124の企

業年金から1,984億円の資産を受託し運用してい

た同社は、顧客に対し、非常に高率で運用利回り

を確保していると説明していましたが、2012年の証

券取引等監視委員会の検査で、運用資産の大部分

が消失していることが発覚しました。

　この事件をきっかけに、改めて年金資産の運用

問題がクローズアップされ、新聞紙上に「代行割

れ」「厚生年金基金の解散」などの文字が踊りまし

た。

　2007年ごろから問題となったずさんな年金記録

問題では、旧社会保険庁のオンライン化データのミ

スや不備が明らかになりました。この問題は政権交

代の大きな要因の一つになりました。その対策とし

て、「ねんきん特別便」「ねんきん定期便」が毎年、

みなさんのお手元に届くようになりました。

　このように、年金にまつわるニュースを目にする

機会は多く、直接将来設計にかかわる年金制度で

すが、この制度は改正に改正を重ねた結果、とて

も複雑怪奇な制度となってしまっています。

　そこでこの連載では、制度の基本をわかりやすく

解説し、現在積み立てている年金がどういうものな

のか、いったいいくらもらえて、どんな保障がある

のかを大筋で知っていただくと同時に、ニュースで

何が問題になっているのかを理解するための、最

低限の基礎知識を身につけていただきたいと思い

ます。

　また、みなさんが日ごろ疑問に思っていらっしゃる質問を

ぜひお寄せください。お寄せいただいた質問に答えながら、

ご一緒に考えていく連載にしたいと思っています。

現在はインターネットで見ることもできます

図表１　ねんきん定期便
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なぜ年金財政は悪化したのか？
　年金財政が悪化している原因は、大きく二つあります。

　一つは、「正社員数の減少」です。製造業を中心に、業績

の調整弁として非正規労働者を使うようになり、正社員の数

そのものが減っているのです。

　もう一つは、「給与の減少」です。保険料は、月額の給与

の平均値を一定のテーブルにあてはめた「標準報酬月額」に

「保険料率」を乗じて算出します。ですから、定期昇給がな

くなるなどして、給与の伸びが止まってしまうと、会社の中の

給与総額は減って利益体質になるかもしれませんが、年金の

保険料収入の面では減少が続くことになります。

　一方、高齢化で年金の受給者の数は増え続けますから、

収入は減少、支出は増加し続ける、ということで財政が悪化

しないわけはありません。

　不景気で人員削減や給与カットを行うと、めぐりめぐって将

来受け取る年金が減ってしまうのです。

　かといって、給与は会社経費の大きな部分を占めますか

ら、厳しい経営環境を生き残るためには、年功序列・終身

雇用制度のような硬直的な給与体系を維持することは非常

に難しいでしょう。

　少子高齢化で市場も収縮していくことが予想されるこれ

からは、年金制度もこのままでは維持できず、何らかの改革

を行うことは避けられない流れです。

　大きく世の中が変わろうとしている今、自分の生活を守り、

これから選択する新しい制度の是非を判断できるだけの知

識を身につけていきましょう。

　次回は、「年金の基本構造～被保険者」についてお話をし

ます。

荒牧 瑞枝（あらまき・みずえ）

2009年 税理士登録

2011年 社会保険労務士登録

2013年 中小企業診断士登録

税理士法人よしとみパートナーズ会計事務所勤務

＊　　　＊　　　＊

年金に関するご質問を東京グラフィックス事務局までお
寄せください。この連載でお答えしていきます。

（出所：国民経済計算〔内閣府〕ほか）
この20年で、欧米が所得を2～2.5倍に伸ばす中、
日本だけが横ばい～減少している
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（単位：万人　出所：厚生労働省）

図表２　公的年金加入者・受給者推移
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図表３　家計支出の国際比較


